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技術革新についての経営学的考察
一複写機の新製品開発についての実証研究＿―-＊
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I. 序
技術革新の活発性が，石油ショック，円高，という一般的経済動向の逆調
の中で，企業の成長性や収益性を規定する重要な要因となってきている，と
の感がある。そこで，われわれは，技術革新の活発性を規定するのは，どの
ような要因であろうか，という問いに直面する。ところで従来提出されてき
たこの種の問いかけは，その視点の相遮に応じて幾つかのグループに分類さ
れうることができるであろう。
まず第一に，産業組織論的視点から，技術革新の動向を解明しようとする
アプローチがあげられる。そのような議論においては，何よりも問題の究極
の関心が，経済全体や産業という領域における種々の主休についての進歩性
の分布のパクーンの解明におかれている。そしてたとえば，進歩性の説明要
＊ 本稿は日本経営学会関西部会 (1980年4月）における報告にもとづいたものであ
る。その報告をまとめる過程において吉原英樹神戸大学助教授，士井教之関西学院
大学助教授， 金井一頼神戸大学大学院の諸氏より， 有益な示唆と資料の提示を得
た。記して謝意を表したいと思います。また学会報告にあたって討論者の役をお引
受けいただいた伊賀隆神戸大学教授には．有益なコメントをいただいたことに感謝
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因として，市場構造の状況や産業特性があげられる。つまり具休的にはある
産業において企業規模の大小に応じて，その企業の技術革新の程度が規定さ
れるのではないかなどの問いかけがなされる。
このような問いかけへの一つの答えとして，企業規模の大きさや，それに
基づく市場占拠率の高さ，そしてその要因に基づく市場支配力などが，研究
開発活動やイノベーションの程度に決定的な役割を果たすという，いわゆる
シュンペークー＝ガルブレイス仮説が提出されてきた。すなわち，近年の技
術革新は複雑で，コストがかかり，完成するまでの期日も長いので，結局，
大企業しかイノペーションの実行の負担を背負い切れず，そこで，市場支配
力を有する大企業がイノペーションの担い手となるだろうというものであ
る。この議論は，規模や市場支配力が，大企業に小企業では持ちえない一種
の経営資源を保有せしめることになるとし，それにもとづいて，イノベーシ
ョンが展開されると考えようとするものであるとも言えよう。ただしこのよ
うな仮説の検証に当って，大企業のみがイノベーションの実行者でありうる
というシュンペーター仮説を， より操作化したものとして， 「規模が大とな
ればなる程研究開発努力は逓増する」という「ネオ＝シュンペーター仮説」
* 1 
が定式化されたりした。
このような研究に対して，その問題意識と用いる変数は同一であるが，そ
こでの結論として異なるものを提出したのがシェアラーである。すなわち，
シェアラーは，アメリカの企業を売上高の規模で順位づけて，大企業はその
大きさに見合った研究開発活動あるいは特許取得への貢献をしていないこと
*2 
を示した。ただし，大企業のイノベーションの実行能力を評価して「迅速な
技術進歩のための最も好ましい産業環境は，売上高2億ドル以下の企業が優
勢を占める企業分布であるように思われる。この分布上には，一方に輝かし
* 1 L. Phlips (1974) Effects.of Industrial Concentration, p.120参照。
*2 パビット＆ウォルカー (1978)「イノペー ション政策」 p.55参照。ただし F.
Scherer (1切3) によると，アメリカの化学産業の場合，規模が増加するにした
がって確実に R&D投入とイノベーション成果を増加させる傾向を呈している。
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く新しいアイディアにあふれた小さな技術志向型企業があり，他方に非常に
野心的な開発を実行する能力を持つ少数の大企業がある。」とした。
また植草(1973)も同様な方法で研究開発費は企業規模の増大とともに増大
* 3 
するが，企業規模がある点を過ぎると低下し始めるとした。ただし，このよう
なパターンは，産
研
業の特性（革新的究開
産業か，停滞的産含
業か）に応じて異
なることを主張す
ることによって，
シェアラーと並ん
で，新たな説明視
点を付加した。
ところで，以上
革新的産業（化学と電機）
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図ー 1 売上高
のような研究開発やイノベーションの努力を規定する要因やその効果の分析
についての議論は，いずれも経済全体，あるいは産業全体を参照枠として，展
開されている研究開発活動の特性を，業種特性や規模という，企業にとって比
較的静態的，外在的な属性にもとづいて説明しようとしたものとなっている
といえよう。すなわち，第1のアプローチは個々の企業の，不確実性のもと
でのその企業特性をふまえた動態的対応から導かれるイノベーティプネスを
直接検討しようとするものではないという問題点をもっているといえよう。
そこで，次に技術革新の発生を，各企業の特性や，当該技術の属性に関す
る種々の変数と各企業の適応的行動とを関連づけて理解し，説明しようとす
るアプローチが考えられる。その中で，企業の比較的合理的な動機や行動に
焦点をおく立場を， ミクロ経済学的視点ということにする。たとえば，その
接近法においてはイノベーションや技術革新の意義は， 企業収益力を増大
*3 植草益 (1973)「産業組織とイノベーション」土方文一郎・宮川公男編「企業行
動とイノベーション」，日本経済新聞社所収
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させ，創業者利潤をもたらすことにあるという原点をふまえて，期待収益性
を説明変数としたり，新製品の実現のために伐財源がいるという事をふまえ
て，各企業の財務上の堅調が説明変数としたりされる。その意味でこれらは
，各企業が，その固有にもつ目的関数を最大にすべく，適当な変数を考慮に
入れて，イノベーションの実行の如何を決定しているという側面を説明しよ
うとする議論となっているといえよう。
そのような立場に立って，マンスフィールドは，技術革新の普及率を決定
*4 
する要因を次のようにまとめている。
1)技術革新が在来の方法にまさる経済的利益
2)はじめてそれを導入することに伴う不確実性の程度
3)技術革新を試験するのに要する経費
4)技術革新を実施する際の最初の不確実性の減少率
などである。
ところで，現実のイノベーション実行は，以上のような合理的考慮だけに
よって規定されるものではない。すなわち，イノペーション実行に際して，
行動主体は，種々の不確実性に直面しており，そして種々の変数についての
情報は不確実であり，また行動主体は限定された合理性しか行使できないの
で，満足原理にしたがった行動が展開されているという状況がある。そのよ
うな状況の記述的説明を展開しようとするのが行動科学的なアプローチであ
*5 
る。そこでは，何よりも行動主体の認知する環境把握にもとづいて提起され
た変革についてのニーズを出発点として，イノペーションが探索され．実行
されると考えられている。その際，状況が成功している企業と成功していな
い企業とに区分され，それぞれの状況における一つの典型的なイノペーショ
* 6
ンのクイプとして， i)スラック革新とi)ディストレス革新とがあげられる。
*4 E. マンスフィールド (1町1)「技術進歩の経済学」 pp.119-120参照。
*5 吉原英樹(1968)「革新の行動科学理論」，「国民経済雑誌」第117巻第6号参照。
*6 K. E. Knight, (1967), "A Descriptive Model of the Intra-Firm Innovation 
Process," Journal of Business, XL.・ No.4,占部都美，坂下昭宣 (1975)「近代
組織論 CIJ」pp.265-322参照。
技術革新についての経営学的考察（広田俊） （159)45 
たとえば，前者の例としては，組織スラックがある時に，余剰の経営資源（ヒ
ト，モノ，カネ）を，新製品開発や新市場などの外部的分野へ活用するとい
う可能性が検討されるばあいをあげることができる。このようにして，スラ
ック革新は，製品革新として結実しやすい，とされる。
また後者の例としては，経営主体が，通常の経営プロセスの結果に対して
不満足を感じているときに，問題志向的探索 (problemisticsearch)がなさ
れ，内部的な組織過程，生産方法などについての，新しい工夫が考察される
という形で革新が志向されるとするばあいがあげられる。
ミクロ経済学的視点による客観合理性的な革新行動，行動科学的視点によ
る主観合理性的な革新行動のロジックは以上のようなものであるが，このよ
うなロジックにあてはまらない革新が実行されることがしばしばあり，それ
らも問題にしなければならないだろう。
たとえば，他社の多くが革新を行うから自社も同様な革新を行うというよ
うな行動的外部性 (behavioralexternality)にもとづく，一種の「バンド
* 7 
ワゴン効果（楽隊効果）」によって説明されるよ・うな形で，技術革新が，合
理的な裏づけを欠きながらなされるということがありえる。もっともこのク
イプの革新も，ある業界について，景気の動向や需要の見込成長率などを同
じくすることにもとづく，業界各社に共通な組織スラックの存在，などが原
因となることも考えられる。
その他に，・イノベーション実行については，実行主体に内在する態度も重
要である。たとえば，ナプセス＝レイ（1974)は，企業がイノペーションを早
*8 
期に採り入れるかどうかの重要な決定因子として経営態度をあげている。す
なわち，今回のテーマに関連したゼログラフィ（静電複写法）の原理も， IB
Mやコダックなどの大企業にも提示されたのだが島 1960年代初期まで多くの
企業がイノベーション的提案を評価し追跡する効果的なメカニズムをもって
*7 E.マンスフィールド (1971)「技術進歩の経済学」 pp.59-60参照。
* 8 Nabseth, L. N. &G. F. Ray(1974) The Diffusion of New Industrial Processes, 
Cambridge University, p.13参照。
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おらず， これらの企業もそのような体制を作らなかったという消極的な性
* 9 
質のためなされた提示に対して何の注意も払わなかったのである。
その他，ある人々は過去十年ないし十五年の間に生まれてきた新しい技術
については，米国企業は「攻撃型」の戦略を，欧州企業は「防衛型」の戦略
* 10
を，さらに日本企業は「摂取型」の戦略をとっていると主張しているが，こ
のような文化上の差異が現実のイノベーション実行に大きく影善するかも知
れないのである。
以上で，イノベーションの規定要因を種々の観点から検討した。 ところ
で，われわれは，イノベーションを実行する個々の企業の行動や特性に焦点
をあてた， ミクロ経済学的ないし，行動科学的なクイプの行動仮説の検討を
行うとともに，そのようなロジックとは異なるバンドワゴン的効果にもとづ
いたイノベーションを識別するという議論を行いたいと考えている。
その際，マンスフィールドによって行なわれた個別企業の製法革新の実行
* 11
に影善を及ぽす要因の分析が，我々の研究課題に対して示唆的であるので，
それを簡単に述べておくことにする。すなわち，その研究において，マンス
フィールドは，技術革新の例として，石炭，鉄鋼，醸造，鉄道の四産業にお
ける14の革新技術をとりあげ，それらが個々の企業に普及していくスピード
を規定する要因の分析を行っている。ただし，そこにおける技術革新は，費
用削減をもたらすタイプのものであり，特許権の問題が模倣の進行の妨げと
ならなかったようなタイプのものを考えている。
そこでは，ある企業が新技術の導入にあたって第1位に導入した企業に対
する遅延時間を考え，それを説明する要因として，その技術導入に伴う投資
収益性の尺度，生産高で測定された企業規模，模倣過程が継続している期間
における生産高の成長率，革新技術が最初に市場に現われた直後からの 3ケ
*9 0 EC D絹 (1974)「イノベー ション」 p.49参照。
*10 0 EC D絹 (1974)「イノベー ション」 pp.114-115参照。
*11 E.マンスフィールド (1972)「技術革新と研究開発」 pp.177-197参照。
*12 定数項については省略した。
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年における対純資産利潤率，社長の年令，最近3年間の流動比率の平均，革
新技術が用いられる直前の6カ年間における利潤率のトレンド，などがとり
あげられた。そして遅延時間のそれらの変数に関する対数線形回帰式が求め
られた。
表ー 1・- 
N=50のサンプル N =101のサンプル
回帰係数 t —値 回帰係数／t-値
企業規模（物量単位） -o.s2**'." (3.154) -0.42*** (5.250) 
生産能力成長率 -0.23 (0. 793) -0.08 (0.421) 
対純資産利益率 6.30 (0.943) 0.68 (0.221) 
社長の年令 -1.12 (0. 747) 
流動比率 0.18 (1.059) 
利澗率トレンド 0.21 (1.050) 
革新技術投資収益性
ジーゼル機関車 0.00 
連続採掘機 -1.75 (0.822) -0.31 (Q.171) 
連続式広幅帯鋼圧延機 -1.25*** (3.289) 
連続式焼鈍技術 -1.s1*** (4.452) -1.29*** (3.071). 
集中輸送制御 0.16 (0.457) -0.23 (0.821) 
•P<0.1 **P<0.05 ***P<0.01で有意
まず，流動比率と利潤率トレンドの効果を除外した分析がN=50のサンプ
ルについてなされ， 後で社長の年令の効果を無視した分析が N=lOlのサン
*12 
プルについてなされた。それぞれの結果は表ー1に示した通りである。
分析に先だって理論的には， 利潤率トレンドについてだけ係数は正で，
*31, 
その他についての係数は負であると想定された。すなわち，投資収益性，企
業規模，対純資産利潤率については，それらがより大きければ，導入時間が
早まるだろうという予測が一般的だと想定された。また，社長の年令につい
ては，若い経営者ほど伝統的な風習にとらわれないので新技術を速やかにと
りいれると考えられた。また流動比率に関しては，手持流動性の高い企業は
技術革新を容易に実行することができると考えられた。ところが一方，利潤
率トレンドに関しては，それが悪い企業にとって，そうでない企業よりも，
*13 E．マンスフィー ルド (1972)p.200参照。
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熱心に新しい代替手段を探し求めようとする誘因が強いという想定が妥当で
あると考えられた。ここでは革新をプロセス革新に限定して，このようにデ
ィストレス革新を示すような想定がなされたのである。
以上の想定に対して，計算結果を見ると，仮定と斉合的な値を示し統計的
に有意なものは，規模についての係数と，一部の技術の投資収益性について
の係数だけである。ところで，係数の値は有意ではないが，投資収益性，生
産能力成長率，社長年令，については予測通りの符号を示したが，対純資産
利潤率， 流動比率については， 当初の予測と異なる符号を示している。 ま
た，利潤率トレンドについては予測通り，その低い企業の方がむしろ革新導
入は速やかであるというような結論となっている。
われわれは，複写機のイノベーションの実行，模倣，・追随，普及について
説明変数の若干の変更はあるが，同様な検討を行ってみたいと思う。
r．分析枠組
その際の分析枠組は図ー2のよ 5に図示されうる。
全体の枠組は，一般環境→戦略形成の与件→製品市場戦略，競争戦略→革
新行動→成果というフローを基礎として組立てられている。
ただし，ここでは，合理的革新行動とパンドワゴン的革新行動とが区分さ
れている。前者は，一般経済状勢，特許など技術的環境のもとに，自社の財
務状態，技術特性，製品PPMをふまえ，製品戦略上の方針設定をへた後に
なされたR&D努力などを通じて実行されるものである。後者は，やはり，
一般経済状勢，技術環境のもとに，ある製品の需要見込が喚起した他社の行
動に触発されて，それに対処するため，製品戦略を形成して実行にのり出す
ような革新行動をさすものである。
皿調査対象
技術革新のテンボの著しい製品の典型として電卓があげられることがあ
る。その電卓と同じ事務用機器の一つである複写機についても，様々な技術
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革新が短期間に急速になされた。その意味で，技術革新の採用の規定要因の
研究を行なうにあたって最適の対象の一つであると思われる。そこでわれわ
れは，この複写機の技術革新に問題を限定して調査を行なった。その結果得
られた事実発見とその解釈を以下で検討したい。
(1) 製品革新
その場合の研究の特色は，製品革新に焦点を合わせているということであ
る。すなわち，マンスフィールドの研究はプロセス革新についての実証研究
であり，その革新のもつ費用削減効果に力点があったが，われわれの研究に
おいては，何よりも利潤増大，シェア拡大，等をめざして展開される製品革
新に焦点をおいているのである。
なお， イノペーションの定義としては， 「当該主体にとって新しいと知覚
*14 
されるものの採用」というものを考えている。したがって，ある製品に関す
る需要がかなり一般化してそれに対応するためにある企業がその製品を発売
するばあいであっても，それはその企業にとってのイノペーションである。
そのような場合のイノペーションの動機は，費用削減ではなく，また利潤動
機が中心というよりも，新製品を販売しつづけることによる，シェアの確保
という動機が強いと思われる。
そのような動機をもって展開されるであろう製品革新の研究を，複写機に
おける例をとりあげながら検討しようというわけである。そこで，次に複写
機技術についての概要を示しておこう。
(2) 複写機技術
複写機は，ジアゾ式， EF,PPCと分けられる。ジアゾ式とは，いわゆ
る青焼きのことで，ジアゾ化合物を塗布した感光紙を用いるものである。次
にでてきたのがEF （エレクトロ＝ファックス） で，半導休の光導電性を応
用して，特定の紙に現像を行うものである。それはまだ臭いがあったり，書
き込みが十分できないという問題点があった。
,i.14 K. E. Knight (1967)p.478, Zaltman, G, R. Duncun & J. Holbek (1973), 
Innovations and Orga成zations,John Wiley & Sons pp. 7-11参照。
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そのような問題点を克服したのがPPC（プレイン・ペーパー・コピア，
plain paper copyer)普通紙静電複写機であった。
(3) 業界の動向
PPC複写機については，富士ゼロックスがアメリカ・ゼロックス社より
譲りうけた900件以上の特許と， それに基づく技術格差の壁の前に， 各社と
も昭和45年までその製造にのりだせないでいた。
ところが昭和45年にゼロックス社の複写機についての主要部分であるセレ
ンドラム（感光盤）に関する特許が切れたのを機に，各社はPPC複写機製
*15 
造販売にのり出した。キャノンが，基本的にゼロックスの特許には抵触しな
いNP（ニュープロセス）方式による製品を昭和45年に発売したのを皮切り
に，小西六が昭和46年に販売にのり出すなど，当初はカメラ・メーカーの進
出が相続いた。このことは，ゼロックス社自身の前身がハロイド社という写
真感光紙メーカーであった事，またイーストマン・コダック社もアメリカで
は複写機メーカーとして大手であることを考えると，技術的閲連性からすれ
ば奇異なことではないのかも知れない。
ところで昭和45,6年当時はEF複写機の方が勢いがよかった。 それは，
リコー，三田工業，コピアを始め大半のメーカーがEF複写機中心の生産販
売活動を行っており，当時PPC製造にのりだしたのは複写機業界からすれ
* 16
ばアウトロー的なカメラメーカーであったことにも帰因している。
しかし時代の趨勢は，ぬれて臭いがするEF複写機よりも普通紙にコピー
でき， しかも乾いているPPC複写機へと移行していった。
すなわち，昭和47年にカメラも発売しているが，本来的に複写機メーカー
であるリコーが， PPC複写機製造販売にのり出し，昭和49年には，ミノルク
カメラ，東芝，コピア，三田工業，シャープと各社が相次いで販売に加わっ
た。その過程で，小西六のPPC複写機製品の販売網を引き受けていたコピ
ア自らが製造にのり出したことによる対立問題，富士ゼロックスの事務機工
*15 野村総合研究所，「＜ケーススタディ＞小西六写真工業」 pp.14-15。
*16 日本事務機新聞「事務機この十年」 p.111参照。
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業会加盟など，各社の思惑と対立を顕在化させながら， 激しい競争を行っ
た。各社の参入直後は石油ショック後の不況期に見舞われたがそれを乗り切
ったあと，新製品開発競争に突入していった。卓上ppC,高速PPC,縮
小可能PPC,ェッジ現象をなくしたPPC,超高速PPC,普及型PPC,
一成分硯像剤，マイコン内蔵PPC, などの新しい形態，スタイル，．技術を
導入した新製品が各社によって次々と販売された。
そこで，各タイプの新製品が各社によっていつ発売されたのかをまとめた
ものを表ー2で示すことにする。
事実の経過は以上のようなものであったが，これらの各種の製品革新の普
及過程を先に示した分析枠組に従って二種のものに区分しておくことができ
ると思う。
第一のものは，各社が自己の企業の財務状態，市場における地位，技術革
新における積極度，また製品発売にもとづく期待収益性，などを考慮して合
理的判断の結果として新製品発売を追随するか否かを決めるような種類のも
ので，先ほど合理的革新行動と名づけたものにあたるものである。
第二のものは，昭45年以降の各社がまずPPC複写機発売にのり出したば
あいの動きなどを特色づけるもので，発売期日が比較的近接しており，その
発売の有無が消費者，取扱店などに明確なため追随の誘因が大であるという
特性をもっており，しかも各社に共通の外的事情が新製品発売の決定に関与
するという特性をもっているようなものである。
たとえば，各社がPPC複写機の製造販売にのり出すという行動の背景に
あった状況として，ゼロックス社の基本特許の消滅があり，それをふまえて
PPC複写機需要の成長率も莫大であるとしヽう見通しがたてられているとい
うことがあった。そこで各社は，他社が生産にのり出したとき，近接して生
産にのり出さなければ，その発売機会を失うという意識のもとに，他社につ
いての動向の把握を行ないながら行動するという行動的外部性が見られるよ
うな形態でイノベーションを展開していったと解することができる。すなわ
ち，言葉は悪いが，それらは，多分にバンドワゴン的効果のもとになされた
技術革新についての経営学的考察（広田俊） （169)55 
*17 
イノベーションでありバンドワゴン的革新行動であったといえよう。そこで
は，各社の財務状態等の考慮は二次的なものとなっていたといえよう。
これらのPPC複写機に関する製品革新行動が各社によって展開されてい
くプロセスについて，それを特色づける基本的次元，そのプロセスを支配し
ているロジック，などを以下の因子分析および回帰分析によって明らかにし
たい。
w．変数
次にここでPPC複写機の新製品開発についての統計的分析を行う際の変
数の定義と名称およぴ，それらの入手先とを示しておきたい。まず最初に説
明されるべき変数としてここでは新製品導入の遅延時間というものを考えて
いる。すなわち同じようなクイプの製品について，ー企業がまず新製品発売を
行・ってから，当該企業がそれと同じようなクイプのものを発売するまでに要
した遅延時間のことである。その変数の大きさが種々の変数によって規定さ
れるさまを解明しようというわけである。この遅延時間は，「日経会社一産業
ニュース索引」の各社毎の記事から得た新製品発売情報を，雑誌「月刊コピー
*18 
マシーン」による各製品の発売期日から確腿した上で計算したものである。
ただしその際，製品ごとに模倣がいきわたる速度に遅速があり，そしてその
遅速は，客観的な情勢にも規定されるし，また当該クイプの新製品開発の難
*17 マンスフィード (1972)「技術革新と研究開発」 p.234参照。以下の説明はプロ
セス革新についてのものであり，われわれの議論は製品革新についてのものであ
るという注意さえすれば，有意義なものである。すなわち，このバンドワゴン現
象について， マンスフィールドは次のように述べている。「一産業内である革新
技術を使用する企業の数がふえるにつれて，未使用企業がそれを採用する確率は
増大する。これはその革新技術に関する経験と情報が蓄積されるにつれて，その
導入に含まれる危険は少なくなるとともに，競争からくる圧力が増大するためで
ある。そのうえ，革新技術の収益性を評価するのが困難である場合には，競争企
業の多くがその技術を採用したというその事実だけでも，他の企業により真剣に
その導入を考慮することを促す力をもつのかもしれない」。
*18 事務機器新聞社発行。
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易度にも規定されることに注意が必要である。このようにそれぞれ独自性を
もった新製品開発ー普及プロセスをもったイノベーションを複数個集めて統
計的分析に処するということは，問題をはらみやすいので，われわれは，各
クイプの新製品開発についての平均遅延時間が，同一となるように遅れ時間
*19 
を調整することとした。そのような手続によっていくつかの新製品クイプに
ついてのイノベーション，あるいは普及のサンプルを，一つの平均的なタイ
プのイノベーションについての多数のサンプルに変換することができると考
えたいわけである。
それから説明変数としては，まず経常利益成長率を考えた。各社の有価証
券報告書の損益計算書から経常利益を求め，その額についての対前年度比一
1という形で，今年の経常利益成長率を求め，そして，更に前年と前々年の
比から前年の経常利益成長率を求め，その両者の平均として経常利益成長
率を計算するものとした。
また売上高成長率も全く同様な手続きにもとづいて，今年と 1年前との比
較， 1年前と 2年前との比較の平掏から求められるものと考えている。各企
業の研究開発への積極度を表わす変数として，研究開発費／売上高比率を考
えた。その際，研究開発費は損益計算書における一般管理費中の試験研究費
あるいは独立項目としての試験研究費から計算している。
また，売上高中複写機販売比すなわち，複写機がその企業の中で，売上高
中どれだけの割合を占めているかを示す変数を考えた。また相対事業規模と
は，当該企業の複写機販売額に対して，一位企業がどれだけの複写機販売額
を有しているかを示すものである。
また特許権／売上高比率という変数を考えた。ここで特許権は，無形固定
資産中の工業所有権から測定されたものである。その他，有価証券報告書か
ら得た情報を用い，流動比率，広告費／売上高比率，売上高利益率，などの
変数を説明変数としてとりあげた。
*19 その他の代替的な調節のしかたとしては各製品タイプのイノベーションの追随
時間の中位数で各遅延時間を割るというものが考えられるだろう。
技術革新についての経営学的考察（広田俊） （171)57 
V. 主因子分析
以上で示したような諸変数が，どのようなグループに区分されるのかをこ
こで検討したい。そのねらいは二つある。一つのねらいは，一番最初に各社
がPPC複写機発売にのり出したときのデータや卓上PPC複写機発売行動
のデータを除いた， 合理的計算にもとづく新製品発売行動のデークの場合
(N =23)と，それらのバンドワゴン的新製品発売行動をも含めた場合(N=
35)とで，析出される次元が異なるかどうかの吟味にある。つまり，以上で
リストアップされた変数の内容を考慮して，析出されるであろう次元として
は，先験的に成長性，収益性，業種特性，スラック性，などを想定すること
ができる。ところで，それらの次元が，二組のデークについて異った現れを
示すのではないかということが予想されるが，それを明らかにすることが一
つのねらいである。
二つ目のねらいは，この因子分析によって得られた各変数の関連性の強さ
の情報を検討して，後で行なう回帰分析のための補助情報とすることにあ
る。たとえば，因子分析によって析出された次元によって各変数がある程度
クうレープ分けされたものとする。そのとき，二つの変数が同一グループに区
分され，しかもその相似の度合がきわめて高いとする。そのようなときに，
それらをともに説明変数として含むような回帰分析を行った場合，マルティ
・コリニアリティ （多重共線性）による結果の信頼度の不安定性が問題にさ
れよう。また因子分析の結果同じグループと隠定された変数については，そ
れらを含む回帰分析を行なったときそれらの係数はある程度同ーであると予
想される。しかし，硯実にはその係数が正負相対立している場合には，理論
的にそれを説明するような関係性がないかどうかの探索を行う価値があると
いう推論を導くことができるかも知れない。このようなねらいをもってま
ず，各社が最初に複写機発売にのり出したとき，および卓上PPCを発売し
だときのデークを除いた場合についての因子分析を行なうことにする。
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因 子 1 2 3 4 
変 数 固有値 3.408 2.676 1.615 0.970 
（％） 31.0 24.3 14.7 8.8 
導入遅延時間 0.102 -0.152 ~o.590 0.280 
流 動 比 率 0.920 -0.012 -0.098 0.058 
売上高成長率 0.575 -0.333 0.492 -0.326 
経常利益成長率 0.218 -0.284 0.915 -0.106 
研究開発費／売上高比率 0.035 0.883 0.025 0.095 
相対事業規模 -0.011 0.473 -0.059 0.046 
特許権／売上高比率 0.460 0.684 -0.024 0.288 
売上高利益率 0.829 0.304 0.167 0.122 
複写機販売比率 0.255 0.397 -0.139 0.767 
広告費／売上高比率 -0.134 0.137 0.256 -0.437 
一般管理費／売上高比率 -0.226 0.307 -0.152 0.697 
財務健全性 革新志向性羹賃ヽ 業種特性
表ー3 N =23のサンプルについての因子分析
*20 
a)製品 1，製品 2を含まないサンプル (N=23) 
共通性
0.460 
0.860 
0.791 
0.978 
0.791 
0.230 
0.763 
0.822 
0.830 
0.293 
0.654 
因子分析の結果，四つ程の次元を析出し得た。それらの因子の固有値，バ
リマックス直交回転を施した場合の各変数についてのバリマックス因子負荷
そして各変数の共通性が表ー3に示される。
そこで析出した因子の解釈を表ー3の下に示した。
第1因子は，流動比率，売上高利益率と強い相関を示しており，財務健全
性を示すものとした。また第2因子は，研究開発費／売上高比率や，特許権
／売上高比率と強く関連しており，革新志向性と名づけるのが適当であろ
う。また第3因子は，経常利益成長率と正の相関を示し，導入遅延時間と負
の相関を示しており，着実な業績をあげながら，それを新製品に結びつけて
いる側面を表わしているのでスラック革新性と示しておきたい。最後に第4
*20 表ー2で，各製品タイプに番号を与えた。そこでは各社の新規PPC複写機発
売」の際の製品を製品 1と呼ぶことにした。また卓上型のPPC複写機について
は製品 2と呼ぶことにした。
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因子．
変数固有値
（％） 
導入遅延時間
流 動 比 率
売上高成長率
経常利益成長率
研究開発費／売上高比率
相対事業規模
特許権／売上高比率
売上高利益率
複写機販売比率
広告費／売上高比率
一般管理費／売上高比率
1 
3.184 
-0.063 
0.840 
0.434 
0.260 
0.142 
-0.022 
0.336 
0.968 
0.230 
~0.186 
-0.259 
2 
2.444 
0.013 
-0.105 
-0.585 
-0.427 
0.668 
0.670 
0.463 
0.056 
0.237 
-0.007 
0.021 
3 
1.636 
0.099 
-0.111 
-0.096 
-0.167 
0.522 
0.027 
0.491 
0.150 
0.707 
-0.039 
0.781 
財務健全性革新志向性 業種特性
4 
1.．12 
-0.572 
-0.159 
0.334 
0.508 
0.217 
~0.092 
0.166 
0.055 
-0.404 
0.597 
-0.205 
スラック
革新性
表ー4 N =29のサンプルについての因子分析
・‘ 
共通性
0.341 
0.754 
0.652 
0.535 
0.785 
0.459 
0.596 
0.966 
0.771 
0.392 
0.720 
因子は業種特性と名づけられうるだろう。すなわち， PPC複写機を製造し
ている企業には事務機械メーカーもあれば，カメラ・メーカーもあり，家電
メーカーもある。そして，それらは広告宣伝費／売上高比率，一般管理費／
売上高比率などに関して相当水準を異にしている。そのような相遮を示す次
元が第4因子によって表わされているといえよう。
いずれにしても，製品1および製品 2を含まないサンプル (N=23)の場
合の検討を行うことによって，財務健全性， 革新志向性， 成長性， 業種特
性，などの次元と諸変数との関連が浮かび上ってきたといえる。
次に，製品 1を加えたときのサンプル (N=29)について検討を行なうこ
とにする。
b)製品 1を加えたときのサンプル (N=29) 
このときの因子分析によって析出された各次元による各変数の共通性と，
各次元の固有値および，バリマックス直交回転によって得られた各変数につ
いての因子負荷が表ー4に示される。その因子の解釈が表の下に記されてい
る。
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それによると，第1因子は a)の場合と同じく，財務健全性，第2因子
は革新志向性と名づけられている。ただし，第3因子として業種特性が考え
られている。そして第4因子にスラック革新性があげられており， a)の
場合と比較すると，それほど明確には析出されていない。多少でもバンドワ
ゴン的な契機をへて技術革新がなされたケースを含むサンプル群において
は，スラック革新性は中心的な次元としては，あまり意味をなさないという
ことを示すものではないかと思われる。
VI. 回帰分析
1. 各社の合理的計算にもとづく新製品発売行動の分析（製品1および製
品2を除いたケース， N=23)
まず最初に，各社がPPC複写機の発売にのり出したときのデータおよび
卓上PPC複写機発売のデータを除外したケースについて分析を行なうこと
にしたい。ここで除外されたデークは，前述した区分によると，バンドワゴ
ン的新製品発売行動に属するものである。その行動のロジックを特徴づける
ものの一つは，他社が行なうから自社も行なう式の行動外部性にある。とこ
ろで説明変数としてわれわれが準備し得たものは，基本的に各社の財務変数
であって，これらを用いて説明できる新製品発売行動は，われわれが先に示
した第一の「合理的計算にもとづくタイプ」に関するものであろう。そのよ
うな理由のためまず行動外部性にもとづくデータを除外した，合理的計算に
もとづく各社の新製品発売活動について， 1位導入企業からの遅延時間の各
社の財務変数に関する逐次法回帰分析を行うことにするのである。われわれ
は，その計算によって合理的新製品発売活動のロジックが解明できるのでは
ないかと期待している。ところでそのような回帰式の導出を行う前に各変数
の相関係数マトリックスを表ー5によって示しておきたい。
1)成長率を 2期間について計算した場合
まず計算を行うにあたって売上高成長率および利益成長率を，当該年度の
ー
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表ー6 合理的新製品発売行動についての回帰式 (N=23) 
変数 1
成長率 2期測定成長率 1 期成長率 3 期
P 係数 t —値 P 係数 t 一値 8 係数 t —値
-------~---一
経常利益成長率 I-1.063*** C4.962)1 -.441* c1. 125)1 -.455 (1.059) 
売上高成長率
一般管理費／
売上高比率
研究開発費／
売上高比率
相対事業規模
広告費／
売上高比率
複写機販売比率
売上高利益率
特許権／
売上高比率
流動比率
百2
d.f. 
F 
.857*＊ら (3,498)
.430** (2.436) 
-.403** (2.335)1 -.456* (1.678)1 -.. 316 (1.027) 
.250* (1.536) .262 (1.111) 
-.201* (1.352)1 -.169 (0.707) 
.588 
(6,16) 
5.707 
.274 (0.951) 
. 208 (0. 713) 
.158 
(6,16) 
1.433 
.254 (1.058) 
.450• (1.627) 
-.393 (1.107) 
.302 (1.077) 
.126 
(6,16) 
1.280 
* P<0.10, ** P<0.05, *** <0.01で有意片側検定
成長率（当該年度の売上高ないし利益の対前年度の数値に対する比ー1)と
前年度の成長率の平均として求めたものを用いているということを再確認し
ておきたい。
そうした上での回帰式の計算を行う。その場合，説明変数が6個の段階の
回帰式の標準化回帰係数(P係数）と t値が，表ー6の第1列目に示される。
説明変数の相互間にかなり高い相関係数の見られる場合（たとえば売上高
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成長率と経常利益成長率については r=O.743)があり， それゆえ， 多重共
線性にもとづく推定値の不安定性が気になるが，逐次法回帰分析の各ステッ
プ毎の回帰係数の値は各係数についてかなり安定的であるので，推定値を意
味あるものと見なしえるとした。
各係数の t—値を参照してみると， 経常利益成長率， 売上高成長率，一般
管理費／売上高比率，研究開発費／売上高比率，相対事業規模などについて
の係数は統計的に有意だといえる。
そこで，これらの変数についての係数の意味を考察してみたい。まず，経
常利益成長率についての回帰係数がマイナスであるということは，利益成長
率が高い程，新製品開発が速やかになされるということを意味する。複写機
のように，新製品発売に関わるコストが大であるようなク（（プの製品につい
ては，イノベーションのための資金源が必要とされるという面の関連も含め
て，スラック革新の存在を暗示している。
一方，係数の値が，プラスとなっている売上高成長率については，売上高
が順調に伸びているときには，多角化などの企業戦略，品揃えなどの競争戦
略の検討がある程度軽んぜられ，新製品開発が遅れがちだということと関係
があると見なすことができるかもしれない。
また一般管理費／売上高比率についての係数の値はプラスであり，統計的
にも有意であるが， このことは業種特性の差異にもとづく影響によるのか
も知れない。
また係数の値がマイナスとなっている研究開発費／売上高比率について
は，その比率の高い企業の方が，新製品開発に要する期日が少ないというあ
る意味で自明の関係を示していると解せる。
また相対事業規模については，係数の値がプラスとなっており，統計的に
有意である。このことは，市場シェアの低い企業ほど積極的に新製品を発表
していっているという関係を示す、ものかも知れない。
2)成長率を 1期間について計算した場合
前節の分析は， 2期にわたって，売上高成長率，経常利益成長率を計算し
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ていた。それは新製品開発のように，かなりの準備期間を要する行動に関連
する要因としては，若千でも以前のトレンドを考慮した方がベクーだと考え
たからである。そのような考慮の妥当性を検討するために，成長率を 1期間
についてのみ計算した場合の回帰式と， 3期間にわたって計算した場合の回
帰式のもとでの回帰係数を示したい。まず， 1期間について計算した場合，
その有様は，前に示した表ー6の第2列目に読みとることができる。
この場合，係数の値が統計的に有意なのは，経常利益成長率と研究開発費
／売上高比率についてだけである。その値はいずれもマイナスで前節で示し
たものと同じ開係を示している。ただし，経常利益成長率の説明力がかなり
落ちている。
また，この場合の回帰式の説明力はかなり落ちていることが見出せる。前
の計算との相遮は，成長率を 1期で測るか， 2期で測るかについてだけであ
り，このことをふまえるといかに 2期で測定した経常利益成長率の革新実行
への寄与力がいかに高いかを示していると思われる。
3)成長率を 3期で測定した場合の分析
以上の比較では，経常利益成長率を 1期について測定するよりも 2期で測
定した方が， 導入遅れ時間についての説明力が高いことが示された。そこ
で，たとえば，利潤成長率を 3期について測定した場合，より導入遅延時間
に対する説明力が増加するのかどうかを検討するのも興味深いと思われる。
その場合の回帰式の回帰係数は表6の3列目で示される。
結果からわかることは，このようにして測定した経常利益成長率は，導入
遅延時間に対する説明力を失い，逐次法回帰分析においては，説明変数とし
て現われなくなることである。
さてそのことは，次のような疑問を生じさせる。われわれは経常利益成長
率を一種のスラックの存在の大きさを示すものととらえていたから，導入遅
延時間に対する説明変数としてスラックの存在を示す変数の影響がなくなっ
たことを意味するのであろうか，という疑問である。しかしその疑問には否
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定的である。スラック性が製品開発のスピードを速めるという立場に一応わ
れわれは立っているが， 3期にわたって利澗成長率を測定すると，スラック
性の尺度としては十分ではなくなるということを意味していると解したい。
またこの場合複写機販売比率の係数のみが統計的に有意であり正の値を示
している。そのことは，複写機専業メーカーの方が， PPC複写機に関する限
り，新製品開発に関して遅れ気味であったことを示していると考えられる。
2. 各社のバンドワゴン的新製品発売行動のデータを含めた分析
次に行うぺき分析は，各社のバンドワゴン的新製品発売行動を規定するロ
ジックの定性的・定量的解明であろう。しかしこのタイプの新製品発売活動
を説明する基本的フレームワークが明確ではなく，それゆえ説明変数として
も何を設定すればよいのかが明確ではない。そこで現状としては，この種の
クイプの新製品発売行動のロジックの分析を断念しておきたい。ただし，こ
のタイプの新製品発売行動が，合理的計算にもとづく新製品発売行動とは，
その展開のロジックが異なるということを，両タイプの新製品発売行動のデ
ークを複合した上で各企業の財務変数のみを説明変数として回帰分析を行っ
表ー7 バンドワゴン的新製品発売行動についての回帰式
N = 29 N = 85 
変 数
6係数 t—値 6係数 t—値
経常利益成長率 -. 652*** (3.429) -.598*** (3.219) 
研究開発費／売上高比率 -.487** (2.500) -. 502*** (2. 596) 
複写機販売比率 .246 (1.167) .288* (1.611) 
売上高成長率 .320* (1.487) .155 (0.817) 
相対事業規模 .227 (1.131) .178 (1.031) 
一般管理費／売上高比率 .161 (0. 783) 
売上高利洞率 .150 (0. 799) 
1f2 .361 .292 
d.f. ((),22) (6,28) 
F 3.317 3.063 
*P<0.10, *P<0.05, ***P<0.01で有意片側検定
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た場合に説明力が低下するという事実を示すことによって，消極的な形では
あるが示してみたいと考えている。
1) 製品1を含めたデータの分析
そこで，行動外部性が見られるような製品のデークとしてまず製品1を考
ぇ，通常の新製品開発のデータに加えて財務変数を説明変数とする回帰分析
を行なうことにする。このばあいその回帰式はあまり適合度の高いものが得
られないのではないかと予測されているのである。そのような予測が形成さ
れるデークについての計算式に関する標準化回帰係数 (6係数）と t—値を表
-7の第1列目に示したい。
この場合， 回帰係数で統計的に有意な値を示しているのは経常利益成長
*21 
率と研究開発費／売上高比率そして売上高成長率である。自由度修正決定
係数も 0.361と低下しており， F値も低くなっている。当初の予測通り，行
動外部性が見られるデータについて，各企業固有の財務変数のみを説明変数
として回帰分析を行なっても好ましい結果は得られなかったというべきであ
ろう。
ただし，この場合の複写機販売比率の効果は興味深い。すなわち，従来，
複写機製造を行っていなかったメーカーが，むしろPPC複写機の先鞭をつ
けたわけであり，この事実が，複写機販売比率の係数をプラスとするように
作用していると思われる。とくに製品1については，従来複写機を製造して
こなかったメーカーのデータが7社もあり，このことが複写機販売比率の係
数をプラスとするのに貢献したと考えられる。すなわち統計分析の際，取り
扱うサンプルは同じロジックに規定されているものと想定する。しかし製品
1については，各社の戦略的なドメイン設定の結果として複写機製造にのり
出してきたという側面が強い。つまり，その行動はそれ以後の新製品開発の
際のロジックとは異なるロジックに動かされているとも考えられる。その意
味で両者のサンプルを 1つの回帰式で説明しようとすると説明力が低下する
のは当然と思われる。
*21 ここでは再たび2期について定義している。
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さて，次に製品2も加えた分析を行なっておきたい。
2)製品1と製品2を含めたデークの分析 (N=35)
このケースについては，その結果が表ー7の2列目に示されている。そこ
から明らかなように経常利益成長率や研究開発費／売上高比率の係数は負で
その値は統計的に有意である。それにもかかわらず，行動外部性，および戦
略的決定に依存したデークを一部として含むサンプルについての調査のた
め，ー自由度修正決定係数で示される回帰式の説明力がかなり落ちていること
が示されている。
また，複写機販売比率がN=29のときにまして，かなりの説明力を持って
いる。前に述ぺたようにPPC複写機のスタート時点では，本来複写機メー
カーではないカメラ・メーカーや家電メーカーの健闘が目だった。ここでの
分析は製品1と製品2を含むというように， PPC複写機のスクート時点の
製品を含むため，以上の関連が統計的に現れたのだと思われる。
VIl．結び
以上，複写機における技術革新とその普及のプロセスを規定する要因につ
いての分析を行なった。そこで得られた結論を示しておきたい。
まず，ここでの分析から得られた結論とはいえないが，事実の把握から推
察されることは，特許の存在が技術革新の普及に大きな影響を与えるという
ことである。
次に， 新製品発売に関して，「合理的計算」にもとづくものと， 行動外部
性に依存する「バンドワゴン的」なものとがあり，前者については，各革新
実行主体についての財務変数を用いての統計的説明は説明力が高いが，後者
については，同じような説明変数を用いる限り，説明は困難であるというこ
とが示せた。
また，基本的に製品革新を速やかに実行していくプロセスを支えるのは，
収益性という形で顕在化した要因，あるいはスラック性という形で渚在化し
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た要因であろうということが示され，それをまとめた次元としてスラック革
新性ともよぶべきものを考えることができることを示した。そのスラック革
新性の尺度としては， 2期間にわたる利潤成長率，売上高利潤率などが考え
られている。前者についていえば， 2期間利潤が継続して高い成長性を示せ
ば，スラックの蓄積もかなり見られるし，それがイノベーションにつながる
と思われるからである。
次に，この研究の問題点を示しておきたい。まず，ここでは，新製品発売
による成果（収益性の上昇，シェアの拡大，等）を調査し得ていないことで
ある。したがって経営政策の一環としてイノベーション政策をどのように展
開したらよいかの示唆については得るところが少ないと言えよう。
また，新製品発売時期にもっとも説明力の高い経常利益成長率が，どのよ
うな要因で決まるのかの検討がなされていないことがあげられる。仮りに高
い経常利益成長率が過去の新製品発売によるならば，前の時期の新製品発売
によって現在の新製品発売を説明するということになってしまうのである。
最後に今後の課題を述べておきたい。まず以上で示した問題点の検討を行
うのはもちろんである。更に，広告活動と技術革新の間の定性的・定量的関
係の検討を行いたい。また，新製品の発売期日表から技術的関連性が新製品
の発売動向に強い影響を及ぼしていることが感ぜられる。すなわち速やかに
展開される新製品のタイプが，当該企業が，カメラ・メーカーか，電気メー
カーか，などによって示される独自の異なる技術閲連性の程度に依存して決
まってくるのではないかということである。このようなタイプのテーマにつ
いては定性的な分析が必要であろう。これらの課題をめぐって次の機会に論
じてみたいと思う。
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